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5　資料編

令和４年度福島ユニットセンター組織図
（令和５年３月３１日現在）

大学事務局
（企画財務課、総務課）

学術ワーキンググループ

郡山事務所長
（篠木恒成）

事務長
（浜津美香）

【担当地域】
県中地域、県南地域

いわき地域、会津地域

【担当地域】
県北地域、相双地域

ＲＣ責任者
（徳永真由美）

事務長
（遠藤　洋）

ＲＣ責任者
（佐藤幸子）

福島本部事務所長
（橋本浩一）

センター長
（特任教授橋本浩一） 地域運営協議会

副センター長
小児科学講座 教授　細矢光亮
公衆衛生学講座 教授　安村誠司
産科婦人科学講座 教授　藤森敬也
ふくしま子ども・女性医療
支援センター 教授　西郡秀和
郡山事務所長 特命教授　篠木恒成

リスク管理責任者（医科大学助手　佐藤　晶子）
情報管理責任者　（産科婦人科学講座　助手　今泉　花梨）
情報管理責任者補佐（医科大学助手　尾形　優香）
医学的相談責任者（センター長兼務）

事務局長 遠藤　洋 （兼福島本部事務所事務長）
事務局次長 今泉　繁 （兼会計責任者）
事務局次長 浜津美香 （兼郡山事務所事務長）
ＲＣ統括責任者 佐藤幸子 （兼福島本部事務所ＲＣ責任者）

福島県立医科大学

郡山事務所 福島本部事務所

※事務局職員数４１名（事務２０名ＲＣ２１名）

{　　・福島本部事務所２０名（事務１０名ＲＣ１０名）
　　・郡山事務所２１名（事務１０名ＲＣ１１名）
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エコチル調査福島ユニットセンターの沿革

平成 22.1.12 ～ 15	 環境省、ユニットセンターを全国に公募
平成 22.31	 環境省、「子供の健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）基本計画」を公表
	 コアセンター（独立行政法人国立環境研究所）、エコチル調査を開始
平成 22.4.12	 環境省、本県を含む全国１５ユニットを選定
平成 22.11	 福島県立医科大学において福島ユニットセンターが本格稼働
	 （センター長：安村誠司、執務室：公衆衛生学講座研究室）
平成 23.1	 ＲＣ職員を配置、エコチル調査の参加者登録（リクルート）開始
	 調査対象地区は、福島市、南相馬市、双葉郡の計１０市町村
平成 23.3.11 ～	 東日本大震災と東京電力福島第１原子力発電所事故の発生
平成 23.4.19	 調査地区拡大（伊達市、伊達郡３町）に関するコアセンターヒアリング
平成 23.5.9	 コアセンター運営委員会、調査地区拡大について承認
平成 23.5	 福島本部事務所を10号館 5階（旧カルテ庫）に整備
平成 23.6.7	 伊達市及び伊達郡３町（桑折町、国見町、川俣町）のリクルート開始
平成 24.4	 調査対象地域拡大等のため職員を増員（事務８人、ＲＣ６人）
平成 24.5.1	 福島市内に新町オフィスを開設
平成 24.6	 本県の調査対象地域を県内全域に拡大することを決定
	 （環境省の予算的、人的サポートのほか国の主体的活動、各種支援業務の実施が前提）
平成 24.7	 橋本浩一センター長の体制に移行
平成 24.8	 副センター長兼郡山事務所長（環境省より出向）、次長兼郡山事務所事務長（郡山市OB）を配置
平成 24.9	 郡山事務所を開所し、その支所を白河市、会津若松市、いわき市に設置
平成 24.9.4	 10 月からのエコチル調査全県化について記者発表
平成 24.10	 調査対象地域を県内全５９市町村に拡大、リクルート開始
	 職員を増員（平成 25年度の人員体制：職員約６０人、派遣職員約１０人）
平成 25.6	 事務局長兼福島本部事務所事務長（福島県OB）を配置
平成 25.10	 次長兼会計責任者（福島市OB）、郡山事務所 RC責任者を配置
平成 26.3	 参加者登録（リクルート）の終了
	 参加者例として電子マネー (nanaco)を導入
平成 26.10	 詳細調査のリクルート開始
平成 26.11	 詳細調査のうち訪問調査（生活環境調査）を開始
平成 26.12	 11 月末で郡山事務所の３支所を廃止、協力医療機関における常駐業務も終了
	 これに伴い郡山事務所の職員数を縮減（平成 26年度末は本部事務所と合せ職員 39人）
平成 27.4	 詳細調査のうち医学的検査・精神神経発達検査を開始
	 大学事務局（企画財務課）から職員を配置
平成 27.10	 プロジェクト教員を配置
平成 29.1.30	 1 月 29日で新町オフィスを閉鎖し、現在の場所に業務を集約
平成 31.4	 全体調査のうち学童期検査（小学校２年生対象）を開始
令和 2.2	 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、対面調査を中止
	 （再開：学童期検査 8月、詳細調査 9月、その後も感染状況を踏まえ弾力的に対応）
令和 3.6	 令和３年福島県沖地震で被災した郡山事務所を移転
令和 4.7	 参加者が 18歳に達する令和 14（2032）年度までユニットセンターの設置・運営の継続を決定
令和 ５．３	 環境省、基本計画を改訂し、13歳以降の調査継続が決定
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エコチル調査協力医療機関・施設一覧
1）協力医療機関（リクルート・妊娠・出産・出産後 1か月調査）

エリア 協力医療機関名 所在地 担当
1

県北

日本赤十字社　福島赤十字病院 福島市

福島本部
事務所

2 医療法人　明治病院 福島市
3 医療法人　いちかわクリニック 福島市
4 医療法人　ささや産婦人科 福島市
5 （医）ABCクリニック　新妻産婦人科 福島市
6 本田クリニック産科婦人科 福島市
7 済生会福島総合病院 福島市
8 一般財団法人大原記念財団　大原綜合病院 福島市
9 公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市
10 大川レディースクリニック 福島市
11 菅野産婦人科医院 福島市
12 セイントクリニック 伊達市 閉院
13 二本松ウイメンズクリニック 二本松市
14 社会保険福島　二本松病院（現：JCHO二本松病院） 二本松市 平成25年3月31日終了
15 渡辺医院 二本松市
16 医療法人　慈久会　谷病院 本宮市
17

県中

たなかレディースクリニック 郡山市

郡山
事務所

18 医療法人　岡崎産婦人科（現：岡崎バースクリニック） 郡山市
19 公益財団法人湯浅報恩会　寿泉堂綜合病院 郡山市
20 塚原産婦人科内科外科医院 郡山市
21 トータルヘルスクリニック 郡山市
22 一般財団法人太田綜合病院附属 太田西ノ内病院 郡山市
23 公益財団法人　星総合病院 郡山市
24 一般財団法人脳神経疾患研究所附属　総合南東北病院 郡山市
25 古川産婦人科医院 郡山市
26 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
27 小森山産婦人科医院 須賀川市 閉院
28

県南

片倉医院産科婦人科 白河市
29 福島厚生連　白河厚生総合病院 白河市
30 福島県厚生農業協同組合連合会　塙厚生病院 東白川郡
31 岩佐医院 茨城県久慈郡 福島県民のみリクルート
32

会津

舟田クリニック産科婦人科 会津若松市
33 一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
34 一般財団法人温知会　会津中央病院 会津若松市
35 JA福島厚生連　坂下厚生病院 河沼郡
36

相双

医療法人　あらき産婦人科クリニック 相馬市

福島本部
事務所

37 南相馬市立総合病院 南相馬市
38 レディースクリニックはらまち 南相馬市
39 西潤マタニティクリニック 南相馬市
40 原町中央産婦人科（現：南相馬中央医院） 南相馬市
41 医療法人社団青空会　大町病院 南相馬市
42 双葉厚生病院 福島市飯坂
43 今村クリニック 双葉郡浪江町
44 公立相馬総合病院 相馬市 新生児搬送時の検体採取のみ
45

いわき

医療法人栄真会　村岡産婦人科医院 いわき市

郡山
事務所

46 渡辺産科婦人科 いわき市

47 かたよせクリニック産科・婦人科
（現：医療法人かたよせウイメンズクリニック） いわき市

48 NOBUマタニティクリニック いわき市 転院による検体採取のみ
49 いわき市立総合磐城共立病院（現：いわき市医療センター） いわき市
50 森田泌尿器科産婦人科医院（現：森田泌尿器科医院） いわき市
51 つくだ町産婦人科医院 いわき市
52 月川レディースクリニック いわき市
53 佐藤マタニティー・クリニック いわき市

（令和５年３月３１日現在）
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2）詳細調査協力医療機関および協力施設　　は令和 4年度協力医療機関
エリア 協力医療機関名 所在地 担当

1

県北

公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市

福島本部
事務所

2 一般財団法人大原記念財団　大原綜合病院 福島市
3 公立藤田総合病院 国見町
4 医療法人いそめこどもクリニック 福島市
5 医療法人いちかわクリニック 福島市
6 医療法人おひさま子供クリニック 福島市
7 医療法人　竹内こどもクリニック 福島市
8 医療法人武田小児科 伊達市
9 土川内科小児科 二本松市
10 相双 公立相馬総合病院 相馬市
11 医療法人彗星会　菜のはなこどもクリニック 相馬市
12

県中

一般財団法人太田綜合病院附属　太田西ノ内病院 郡山市

郡山
事務所

13 公益財団法人　星総合病院 郡山市
14 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
15 医療法人はぐくみ　いいもり子ども医院 郡山市
16 医療法人　健生会　おおがクリニック 郡山市
17 医療法人おおのこどもクリニック 郡山市
18 医療法人　かわなこどもクリニック 郡山市
19 医療法人仁寿会　菊池医院 郡山市
20 医療法人久米こどもクリニック 郡山市
21 医療法人永徳会　さかい小児科クリニック 郡山市
22 医療法人喜信会　じんキッズクリニック 郡山市
23 医療法人宣誠会　すみこしこどもクリニック 郡山市
24

県南
福島県厚生農業協同組会連合会　白河厚生総合病院 白河市

25 医療法人健恵会　ねもとキッズクリニック 白河市
26 医療法人わたなべ子どもクリニック 白河市
27

会津

一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
28 福島県厚生農業協同組合連合会　坂下厚生総合病院 河沼郡
29 医療法人いとう子どもクリニック 会津若松市
30 医療法人清信会　やまみこどもクリニック 会津若松市
31 南会津 福島県立南会津病院 南会津郡
32

いわき

いわき市医療センター いわき市
33 子どもの家 いわき市
34 第二子どもの家Ｍ・Ａ・Ｙ いわき市
35 あおぞらキッズクリニック いわき市
36 医療法人森のこどもクリニック いわき市
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3）疾患情報登録協力医療機関　　は令和 4年度協力医療機関
エリア 協力医療機関名 所在地 担当

1

県北

一般財団法人　大原記念財団　大原綜合病院 福島市

福島本部
事務所

2 公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島市
3 福島医療生活協同組合　医療生協わたり病院 福島市
4 日本赤十字社　福島赤十字病院 福島市
5 医療法人　湖山荘　あずま通りクリニック 福島市
6 医療法人　慶愛会　文化通りやぎうちクリニック 福島市
7 福島県中央児童相談所 福島市
8 医療法人　いそめこどもクリニック 福島市
9 いがらしキッズクリニック 福島市
10 ほりこし心身クリニック 福島市
11 すえなが内科小児科医院 福島市
12 公立藤田総合病院 国見町
13 こばやし子ども・内科クリニック 伊達市
14 医療法人　湖山荘　福島松ヶ丘病院 伊達市
15 医療法人　クラプトン　佐久間内科小児科医院 二本松市
16 森小児科医院 二本松市
17 医療法人　落合会　東北病院 本宮市
18

相双

すぎやまこどもクリニック 相馬市
19 公立相馬総合病院 相馬市
20 公益財団法人　金森和心会　雲雀ケ丘病院 南相馬市
21 ほりメンタルクリニック 南相馬市
22

県中

公益財団法人　星総合病院 郡山市

郡山
事務所

23 公益財団法人　星総合病院　星ヶ丘病院 郡山市
24 福島県総合療育センター 郡山市
25 公益財団法人金森和心会　針生ヶ丘病院 郡山市
26 一般財団法人　太田綜合病院附属　太田西ノ内病院 郡山市
27 医療法人稔聖会　こおりやまほっとクリニック 郡山市
28 医療法人慈圭会　すがのクリニック 郡山市
29 社会医療法人　あさかホスピタル 郡山市
30 公益財団法人湯浅報恩会　寿泉堂綜合病院 郡山市
31 一般財団法人太田綜合病院附属　太田熱海病院 郡山市
32 一般財団法人脳神経疾患研究所附属　総合南東北病院 郡山市
33 南東北医療クリニック 郡山市
34 わんぱくさいとうこども医院 郡山市
35 医療法人明信会　今泉西病院 郡山市
36 公立岩瀬病院 須賀川市
37 独立行政法人国立病院機構　福島病院 須賀川市
38 県南 福島県厚生農業協同組合連合会　白河厚生総合病院 白河市
39 県立矢吹病院 矢吹町
40

会津

公立大学法人福島県立医科大学　会津医療センター 会津若松市
41 一般財団法人竹田健康財団　竹田綜合病院 会津若松市
42 医療法人明精会　会津西病院 会津若松市
43 一般財団法人温知会　会津西中央病院 会津若松市
44 医療法人昨雲会　飯塚病院 喜多方市
45

いわき
公益財団法人磐城済世会　舞子浜病院 いわき市

46 いわき市医療センター いわき市
47 おおはらこどもクリニック いわき市
48

県外

公立昭和病院 東京都

福島本部
事務所

49 生育医療研究センター 東京都
50 順天堂大学医学部附属　練馬病院 東京都
51 東京北医療センター 東京都
52 山形大学医学部附属病院 山形県
53 茨城県立こども病院 茨城県
54 自治医科大学附属病院 栃木県
55 新潟県立中央病院 新潟市
56 仙台医療センター 宮城県
57 仙台赤十字病院 宮城県
58 東北大学病院 宮城県
59 宮城県立こども病院 宮城県
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エコチル調査に係る業務全般に関する PDCA サイクルにおける取組状況
（令和 4 年 4 月～令和 4 年 9 月末時点）

調査実施機関名：福島ユニットセンター
評価時点 令和 4年 10月26日

回答者 氏名（　橋本　浩一　）
役職（　福島ユニットセンター長　）

ア．参加者の調査参加へのモチベーション維持や質問票回収率の維持・向上の取組

（Ｐ）計画
（Ｄ）実施

　従来の取組に加え、第 2期調査に向け参加児とのコミュニケーションの機会を増やし、深め
ることにより、子ども達のエコチル調査に対するポジティブな参加意識の形成を目指した。

計画１　参加者の調査参加へのモチベーション維持
指標　現参加者の減少を年 1％以内とどめることができる

取組 1-1 ｜ふれあい会（参加者対象イベント）の開催（オンライン）
　コロナ禍が長引く中、今年度も継続して地域の高校や学習施設と協同したオンライン・イベ
ントを企画した。
▪「科学実験」動画配信（実施済）／夏休み期間配信／高校スーパーサイエンス部生徒の協
力により参加児の科学への興味が高まるよう、5本の動画を作成し、配信した（図 1）。それ
ぞれの年齢、興味に対応し、家庭で身近にある物を使ってできるよう工夫した。
▪「歴史探検　勾玉づくり体験」動画配信（準備中）／冬休みより配信予定／昨年「ミニは
にわづくり」は好評につき、参加児の歴史への興味が高まるよう、県文化財センター白河館
の協力によるの動画の配信を計画、準備した。

取組 1-2 ｜エコチル★ふくしま環境セミナーの開催（オンライン）
　参加者親子と環境課題を学び合う機会として、今年度は、アクアマリンふくしまの協力により、
「海洋ごみ」をテーマとしてオンライン開催し、後日、セミナー録画動画を配信することとし、
準備を進めた。

取組 1-3 ｜参加児宛子どもアンケート回答お礼ハガキ送付
　子どもとのコミュニケーションの機会の拡大として、アンケート回答に感謝の気持ちを伝える
参加児宛にお礼メッセージ（ハガキ（図 2））を送付した。

計画２　質問票返送率の維持・向上
指標　県内全域での対面調査実施と並行して、質問票業務を計画通り実施し、返送率を現状

維持・向上することができる

取組 2-1 ｜返送依頼方法の工夫 ( 年齢質問票 )
　発送後 1か月以内の返送数が増えるよう、返送依頼時期を早めた。
▪ 1 回目及び２回目「ショートメール発信」／発送後 3週目、7週目から、2週目、5週目に
変更し、1回目依頼文を発送案内及び到着を確認する内容に修正した。

▪ 3 回目「質問票再送」／発送後 10週目から9週目に変更

取組 2-2 ｜対面調査時 ( 詳細調査・学童期検査 ) の質問票記入依頼
　事前に対面調査協力予定者の質問票提出状況を確認、会場で未提出の方に記入依頼し、対
象となった方全員から提出いただいた。
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取組 2-3 ｜質問票郵送用封筒のリニューアル
　質問票受領時開封につながることを期待し、お子さまにも封筒に関心を持っていただける
デザインに変更した（図 3）。
▪年齢質問票用裏面／参加児が遊べるデザイン (「こぼちる※」探し)
▪学年質問票用裏面／宇宙をイメージしたデザイン

取組 2-4 ｜参加児間の調査認知拡大／「こぼちる」ハンカチ配付
　参加児同士で同じオリジナルグッズ所持によりコミュニケーションが生まれ、参加意欲向上
につながることを期待し、全参加児に実用的な「こぼちる」ハンカチ（図 4）を学年質問票
に同封して贈った。

取組 2-5 ｜型抜きポストカードによる学年質問票返送依頼
　学年質問票返送依頼として、参加者の目に留まるようなインパクトのあるデザインとし、返
送依頼のマンネリ化防止を目指す（図 5）。

（Ｃ）評価

計画１　参加者の調査参加へのモチベーション維持
　上半期実施分ほぼ達成　「科学実験」動画総閲覧数は1,000 回以上であった。アンケート
では、9歳児の参加が最も多く、約 5割を占め、「牛乳からチーズをつくろう！」が高評価を得た。
「家にあるものですぐに実験できた」「楽しみながら自由研究ができた」等、好評であった。
　参加児宛子どもアンケート回答お礼ハガキ送付後、参加者から「子ども宛にハガキが届き、
とても喜んでいた」等メッセージが寄せられた。
　これらの取組は、参加児のモチベーション向上、さらには、保護者の参加意欲向上にも繋
がったと考える。9月末時点の子ども現参加者数は11,958 人、現参加率（転出入調整）は、
93.5％（前年度同月末から0.9％減少）であり、目標を達成できた（表１）。

計画２　質問票返送率の維持・向上
　上半期実施分一部達成、経過観察　年齢質問票返送率を、生まれ年度ごとに比較した。8歳、
9歳質問票を同時期と比べると、初回返戻率は低下しているものの、1回目返送依頼後は2％
前後、2回目は8％前後返送率が向上した（図 6）。
　封筒やハンカチについて「封筒のこぼちる探すのが楽しかった」、「ハンカチ、気に入って毎
日使ってます」など好意的な感想が寄せられた。

（Ａ）改善

計画１　参加者の調査参加へのモチベーション維持
　令和 5年 2月開催予定の環境セミナー「海洋ごみと海の生物について」も、参加意欲が
高まるよう引き続き準備を進め、アンケートによる参加者の評価を踏まえ、次年度計画に反映
する。

計画２　質問票返送率の維持・向上
　質問票については、現時点では発送開始後 6か月を経過していないため、評価を年度末時
点で実施し、次年度計画に反映する。
　型抜きポストカードによる返送依頼は、本年 10月末から開始する。

※こぼちる／福島を代表する民芸品、起き上がりこぼしをモチーフとし、子ども達の健やかな成長を願う想いを込めた福
島ユニットセンター公式キャラクターの名前。
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イ．成果の社会還元の取組

（Ｐ）計画
（Ｄ）実施

　「次世代の子どもが健やかに育つ環境の実現」（上位目標）に向け、エコチル調査は、化学
物質対策の充実・強化等のため、成果を積極的に社会還元することを期待されている。
　調査実施機関として着実な調査実施とともに、第 2期に向け現時点のエコチル調査成果に
ついて参加者をはじめ、より広く社会へ還元することを目指した。

計画１　学術分野における成果の還元
指標　中心仮説を含む積極的な論文発表ができる

取組 1-1 ｜全学の研究活動活性化を通じた学術論文発表促進
　全学の学術成果発表促進のため学術ワーキンググループを設置した。全学部より広く研究
者の参加を募るため、全教職員対象に一斉メールにてエコチル調査論文紹介を継続実施した。
さらに、今年度は、全学部教授会及び附属病院部長会にてエコチル調査を周知した。
リスト掲載課題の論文化支援のため定例勉強会開催（毎月）、執筆優先期間のリマインド、学
内査読、研究相談等を実施した。

取組 1-2 ｜学術の発展及び講演等教育活動を通じた人材育成への貢献
　学位取得に向けた論文執筆活動及びその支援を実施した。また、エコチル調査の成果等（成
果発表届出対象）を含む、学会発表 5件、学会シンポジウム・研究会講演 1件、教育講演（福
島県母子保健指導者対象）1件を行った。

計画２　（参加者を含む）県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
指標　1) 環境・健康への関心へつながる取組を実施し、高い参加満足度（80％以上）を得

る（2-1・2-2）
　　　2) 県民にエコチル調査の成果を知っていただく機会を持つ

取組 2-１｜研究成果還元資料の作成・配付
　「エコチル調査からわかってきたこと　エコチル★ふくしま版」は、小学校のお便りを参考に、
簡潔に参加親子に研究成果を伝えることができるようA4用紙1枚両面で作成した。第2号（図
7）を6月に作成し、学年質問票に同封して配付した。
　「エコチル調査からわかってきたこと」（前回平成 30年度発行した質問票回答集計結果を
まとめた小冊子）を作成、配付予定である。
　県民の皆さまに広く閲覧いただくため、ホームページに掲載する。

取組 2-2 ｜参加児を含む県民の調査に対する認知度を高める動画配信
　コロナ禍を考慮しつつ、参加児を含む県民のエコチル調査認知度を高めるため、応募した
子ども達と以下の動画を作成、配信する（図 8）。
▪第一部／地方テレビ局の夕方ワイド番組でゴミ拾い活動を続けるローカル・インフルエン
サーと一緒にゴミ拾いを実践

▪第二部／ユニットセンター長と環境と健康について学ぶ

取組 2-3 ｜県民（一般）との成果の共有及び調査に対する理解の醸成
　毎年出展していた自治体主催イベントはコロナ禍で多くは中止となっているが、地域健康
イベント1件（11月）に出展予定である。
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計画３　県内学校保健・教育分野との連携強化
指標　学校保健・教育分野の地域運営協議会委員と、調査の円滑な実施や成果還元におい

て連携が強化できる
　コロナ禍で訪問を2年間控えていたが、今年度は地域運営協議会委員（教育関係者）全
員の所属先計 15か所を訪問し、調査説明及び意見交換した（下記）。
▪調査実施／子どもアンケート余白部分書き込み時の対応、精神神経発達検査（10歳）相
談体制構築等について意見交換

▪成果還元／訪問後、学校を通した子どもたちへのアプローチ強化を目指し、取組 2-1 小
冊子に掲載する集計項目候補についてアンケートに協力いただき、項目選定に意見を反映

（Ｃ）評価

取組１　学術分野における成果の還元　
　ほぼ達成　学術ワーキンググループ構成員として、全学より14講座・センター等から
68名を登録した。
4月から10月末までにアクセプトされた論文は7編、JECS-Group 回覧申請件数 13件（う
ち中心仮説 1件）であった。上半期論文発表数は昨年同時期と同様で、JECS-Group 回覧
数は増加した（図 9）。

取組 2　（参加者を含む）県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
　上半期実施済分ほぼ達成　2-1アンケートでは、記事について「満足／おおむね満足」と
の回答は84.6％で、80％以上を得た。その理由として「協力が形となってみられてよい」、「役
立つ研究がされていることを知り参加して良かったと感じた」などの意見があった。
　2-2、2-3については、計画どおり準備、実施して評価する。

取組３　県内学校保健・教育分野との連携強化
　ほぼ達成　上半期は地域運営協議会委員に広く協力いただいた。特に、小冊子集計項目
は、教育関係者の関心の高い項目を選定できた。今後、小学校で掲載データの利用が期待
される。

（Ａ）改善

取組１　学術分野における成果の還元
　JECS-Group 未回覧課題に対する執筆支援を強化する、また、積極的に中心仮説課題執
筆検討する。

取組 2　（参加者を含む）県民の環境・健康への関心が高まる成果共有
　各事業評価アンケートを参考に、エコチル調査第 2期に向けた効果的な広報、コミュニケー
ション計画を企画する。

取組 3　県内学校保健・教育分野との連携強化
　次年度は、学校教育現場で小冊子掲載データを活用していただけるよう、教育関係者へ
の情報提供、成果共有計画を検討する。
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図 4　「こぼちる」ハンカチ 図 2　返送依頼用「こぼちる」型抜きポストカード

表 1　子ども現参加者数（令和 3 年 9 月末時点、令和 4 年 9 月末時点）

転出 転入 本人死亡 代諾者消失 住所不明 その他 現参加者 現参加率
(転出入調整)

令和3年9月末時点 201 139 24 650 53 10 12,067 94.3%
令和4年9月末時点 220 143 24 733 61 10 11,958 93.5%

図 1　「科学実験」動画

小学 2年生向け
「手作り入浴剤」

小学 3年生向け
「牛乳からチーズを作ろう」

小学４年生向け
「炎色反応」

図 2　参加児への子どもアンケート
　　　回答へのお礼メッセージハガキ

年齢質問票用 学年質問票用

図 3　リニューアルした質問票発送用封筒

小学 6年生向け
「ヘロンの噴水を作ろう ！ 」

小学 5年生向け
「野菜パワーでロケットを発射しよう」
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図 8　動画撮影イベント参加募集チラシ

図 9　関係者成果発表状況

図 7　エコチル調査からわかってきたこと
　　　エコチル★ふくしま版第 2 号

7 

図 7 エコチル調査からわかってきたこと
エコチル★ふくしま版第 2 号

図８ 動画撮影イベント参加募集チラシ 

図９ 関係者成果発表状況 
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図 6　生まれ年度ごと質問票返送依頼時期
　　　変更前後の年齢質問票返送率
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ニューズレターの発行
2022 年秋・冬号（令和 4年 11 月発行）
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2023 年春号（令和 5年 3月発行）
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	令和4年度子どもの健康と環境に関する全国調査_Part23
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